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本誌特別調査

従業員エンゲージメントの
向上施策に関するアンケート  
 （労務行政研究所）

従業員のエンゲージメントを
いかに高めるか

実務解説

2025年度 新入社員の意識と行動
実務資料

企業事例

人事業務におけるAI活用事例
（テルモ／松屋フーズホールディングス／セプテーニグループ）

本誌特別調査

2025年度決定初任給の最終結果
（労務行政研究所）

合併号

過重な業務に従事していた警察官の自殺について、公務災害の認定基準に該当しないことをもって直ちに損害賠償責任は否定されない
（静岡県事件　最高裁二小　令 7. 3. 7判決）

労働判例

●海外出張中、体調不良になった社員の休暇や宿泊費等の取り扱いをどうすべきか
●社内用に配布したノベルティグッズを転売していた社員に対し、懲戒処分を科すことは可能か
●障害児の療育に付き添う日について、介護休暇の取得を認める必要はあるか
●任意でオフピーク定期券を利用する社員に対し、今後、通常の定期券代との差額分を不支給としてもよいか
●毎月定額支給してきた営業手当を日割り計算に変更することは、労働条件の不利益変更に該当するか
●病死による退職者に対して、支給日在籍要件を適用し、賞与を不支給としても問題ないか
●ハラスメントに該当し得る行為を受けている社員からの申告がなくても、行為者を懲戒処分することは可能か
●介護する対象家族の状態によって、テレワークの可否を判断してもよいか
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